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第１回
中小企業の災害対応の強化に関する研究会
佐藤委員資料

災害と地方財政

• 災害時の地方自治体への財政支援としての特別交付税

交付税の6％（94％は普通交付税として自治体に配分）

総額＝1兆530億円（平成28年度）

• 使途は災害だけではない。（平成28年度交付額算定）

(１)災害関連経費

(２)除排雪関連経費

(３)地域医療の確保（公立病院等）

(４)地域交通の確保（地方バス、離島航路、地域鉄道支援等）

(５)公営企業の経営基盤強化

(６)消防･救急など

普通交付税の算定方法によっては捕捉されなかった特別の財政需
要がある地方団体に特別交付税を交付している。
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参考：会計検査院報告（平成24年度決算）

• 特別交付税の額の算定に当たり、算定の対象とならない経費を含めていたなどのため、特別交
付税が過大に交付されていたもの

• 交付先＝市8 、町2

• 特別交付税交付額＝9,948,358,000 円（平成19 年度〜24 年度）

• 過大に交付された特別交付税の額＝57,510,000 円（平成19 年度〜24 年度）

例 交付先 算定事項 年度
特別交付税交
付額（千円）

過大に交付された特
別交付税の額（千円）

摘要

北海道 虻田郡豊浦町 遠距離通学 20〜24 999,218 8,326
算定の対象とな
らない経費を含
めていたもの

埼玉県 越谷市
民間バリアフ
リー

20 276,074 4,160 同

長野県 松本市 駐輪場 22 1,688,829 6,429
算定方法を誤っ
ていたもの
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Xは耐震化のための更新投資，m0 は災害が起きる前，つまり事前の投資に対する補助率，Pはある
一定規模以上の地震や災害が起きる確率，m0 は災害が起きた後の投資に対する補助率，αは震
災後建物用地等を更地にするためのコスト，Tはオプションバリュー

(1－m0) X = P(1－m1)(X+α)+(1－P)(1－m0)X+T

宮崎・佐藤（2012）フィナンシャルレビュー
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自治体による災害基金？
• 被災時の中小企業支援のための災害基金の創設

≠平時の支援（販路拡大等）の延用

対象：激甚災害等で国の支援がない災害

基金の財源：市町村の企業への超過課税（法人二
税・固定資産税）・自治体基金の活用（？）

運営：都道府県単位（？）

企業のＢＣＰ作成など防災努力に応じて負担を軽減

基金の一部をＢＣＰ作成への助成等に活用

市町村の参加は防災計画の作成・実施が条件（例：
米国連邦洪水保険制度）

• 一石二鳥？⇒リスクシェアと合わせてリスクコント
ロール（自治体・企業の防災努力）を促進

自助（減災）努力が報われる仕組みに
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平成２８年度自然災害時における
中小企業の事業継続に関する調査事業報告書

参考：基金の活用？

• 新たな「埋蔵金」？

地方は総額21兆円の
基金をため込んでいる

「その他特定目的基
金」の増加が顕著

⇒

・「特定目的」として減災
（リスクコントロール）と被
災企業支援（リスクシェ
ア）？
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参考；その他目的基金

• 総務省の自治体アン

ケート調査によれば、

「その他目的基金」の

使途区分として災害対

応の基金を挙げてい

る自治体も少なくない

ただし、「企業向け」を

明記している自治体は

ない？（精査が必要）

9

基金の名称及び残高

基金の名称等
基金残高

※平成28年度末残高は東日本大
震災分を含む

基金の名称 使途区分
※複数選択可

平成28年度末残高 A

回答１ 単位：百万円

010006 北海道 北海道災害救助基金 ② 2,666

010006 北海道 北海道地域医療再生臨時特例基金 ② 0

010006 北海道 北海道地域医療介護総合確保基金 ② 9,048

020001 青森県 災害救助基金 ② 560

030007 岩手県 三陸鉄道運営助成基金 ② 9

030007 岩手県 いわて銀河鉄道経営安定化基金 ② 337

030007 岩手県 災害救助基金 ② 118

030007 岩手県 いわての学び希望基金 ② 7,485

040002 宮城県 災害救助基金 ② 1,980

060003 山形県 災害救助基金 ② 472

070009 福島県 会津鉄道運営助成基金 ② 238

070009 福島県 災害救助基金 ② 4,385

080004 茨城県 災害救助基金 ② 1,818

080004 茨城県 り災救助基金 ② 0

080004 茨城県 原子力安全等推進基金 ② 227

090000 栃木県 栃木県災害救助基金 ② 1,074

100005 群馬県 災害救助基金 ② 1,364

110001 埼玉県 災害救助基金 ② 3,504

110001 埼玉県 さいたま環境創造基金（ＧＮＤ） ② 47

110001 埼玉県 地域医療再生基金 ② 153

120006 千葉県 災害救助基金 ② 3,365

130001 東京都 災害救助基金 ② 18,734

団体名等

団体コード 団体名
②災害対応

参考：超過課税の現状

• 自治体は法人二税（法人事業税・住民税）を中心に超
過課税を実施

固定資産税・均等割に超過課税を実施する自治体も
あり

• 「目的税」としての超過課税＝使途を明確化・・・

県 使途

静岡県 ・ＡＰ2013（防波堤の整備等）の推進のため地
震・津波対策
・高規格幹線道路の整備

愛知県 ・青少年のための教育・文化施設の整備維持

・中小企業のための知識集約化促進施設の拡
充整備維持など

神奈川県 ・災害に強い県土づくりの推進

・東京オリンピック・パラリンピックに向けた幹線
道路の整備
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個別BCPの限界と台頭する地域型BCMの重要性と課題
～官民連携による取組みを通じた地域経済・雇用のレジリエンス強化～

中小企業の災害対応の強化に関する研究会：ご参考資料

2017年12月8日

渡辺研司
名古屋工業大学・大学院社会工学専攻

第１回
中小企業の災害対応の強化に関する研究会
渡辺座長資料

 広域災害時に企業の事業継続を個別BCP（事業継続計画）の発動により独立して

実施することは、被災地域内で他の企業や自治体、住民が同時に必要とする、燃料、
道路交通、宿泊施設、レンタカー、建機・重機といった限られた経営資源が枯渇して
しまうことを考えるとその実効性は低い。

 東日本大震災以来、いくつかの地域で官民連携による地域型BCM（事業継続マネ

ジメント）の取組みが開始されているが、その際に政府が各自治体に提供している
RESAS（通常時の地域経済分析システム）などを災害対策用にも活用して災害時
の企業救援の意思決定に活用することの有効性が認識されつつある。

 仙台防災策組2015-2030の理念のひとつである”Build-Back-Better”の実現には官
民連携による地域経済・雇用のレジリエンスの強化が不可欠。

１．地域BCM構築の取組みの背景
これまでの震災事例を踏まえた取組みの背景

目標11：都市と人間
の居住地を包摂的、
安全、レジリエント
かつ持続可能にする
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企業間連携・官民連携の取組み事例 その５
JICAによるArea-BCMパイロットプロジェクト（4カ国、2014-2017）

10 © Copyright Kenji Watanabe 2017

４．熊本地震対応を踏まえた示唆 ①
産業・企業復旧支援を通じて認識された県商工部門・省庁地方局・業界/商工団体における課題など

【あるべき姿】
 地域内企業の被災状況の早期把握とサプライチェーンを通じた県内外への影響度分析
 地域内中核・ボトルネック企業群の抽出と早期復旧支援に関わる首長判断
 地域内雇用の確保、地域内経済の落ち込みの軽減を大義とする説明責任

【現地で確認された状況】
 目的の異なる静的（static）な産業・企業情報の存在
 被災・復旧状況など動的（dynamic）な情報のマスメディアを通じた断片的な入手
 商工部門であったとしても県職員は住民対応で手一杯
 被災企業や団体も目先の復旧で手一杯で自治体・行政へのSOSを上げきれていない
 ナショナル・ブランドの操業再開が必ずしも地方の雇用・取引の維持を意味しない

【今後の課題と方向性】
 産業・企業を指導・支援する国・県・市町村間の情報共有（通常時・災害時）
 RESAS（政府が各自治体に提供している地域経済分析システム）などのツールの活用
 産業・企業の安否確認とボトルネック企業抽出および支援決定を災害対応業務とする
 自治体間応援者のスキルとして上記分析能力を加える
 次なる被災地候補への実装
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【中小企業等グループの類型】
（1）サプライチェーン型

当該中小企業等のグループ外の企業や他の地域の産業にとって、重要な役割を果たし
ていること

（2）経済・雇用効果型
事業規模・雇用規模が大きく、本県の経済・雇用に貢献していること

（3）地域の基幹産業集積型

県内の一定の地域内において経済的・社会的に基幹となる産業群を担う集団であり、当
該地域の復興・雇用・コミュニティの維持に貢献していること

（4）観光サービス集積型

温泉や旅館など観光またはこれに付随する産業分野であって、観光地や地域経済に重
要な役割を果たしていること

（5）商店街型

地域に不可欠な商業機能をはじめ、地域の人々の交流を促進する社会的機能を担って
いること

４．熊本地震対応を踏まえた示唆 ④
グループ設備補助金：ターゲット抽出のベース⇒ボトムアップ型からトップダウン型への移行

 帝国データバンクや東京商工リサーチの企業信用情報を取り込んだRESASを用いれ

ば、通常時の地域内企業活動や中核企業やハブ企業の抽出・可視化が相応レベル
で可能となり、より実効性の高い産業振興や企業立地の政策が実行できるはず。

 その枠組みを、災害時には集中的に中核・ハブ企業の安否確認と復旧支援の判断を
効率的に進めることで、結果的に地域の雇用の維持や経済の必要以上の打ち込みを
回避することが可能になる。

 そのためにもRESASのより多くの自治体への実装と普段使いと災害時の活用を同時
に教育・トレーニングをしながら使えるツールとして定着させることが肝要。

５. 今後の方向性と課題
官民連携で地域の産業・雇用・経済を維持・向上させることがレジリエンス強化につながる
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第２回
中小企業の災害対応の強化に関する研究会
伊藤委員資料
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Resilient Society
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